
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [95,016円]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [13.4%]
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人口1人当たり地方債現在高 [471,672円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力
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田原本町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】税収は類似団体平均であるが、公債費等の増加に伴い基準財政需要額は多くなっているために
財政力指数は類似団体平均を下回っている状態にある。税収の確保に努めるとともに、今後、投資的経費や公
債費を抑制していくことにより財政基盤の強化を図っていく。
【経常収支比率】公債費や扶助費等、経常経費の増加により上昇傾向が続いている。このため補助金等の見直
しや公の施設の指定管理者制度への移行等、また、平成１８年度から実施している予算枠配分方式を引き続き
実施し、経常経費の節減に努めるとともに、使用料・手数料の定例的な見直しを行い、受益者負担の適正化を図
るなど、財源の確保に努める。
【実質公債費比率】生涯学習センター建設事業に伴う起債の償還が増になったことに加えて、下水道事業債の
償還に対する繰出金が多いことから類似団体平均を上回っている。事業の見直し等により、繰出金や借入額の
抑制を図り、また、財源的に有利な起債等の活用など、実質公債費比率の上昇の抑制に努める。
【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】類似団体に比べて給与水準が低いために人件費等の決算額は低く
なっている。今後においても職員数の削減とともに、引き続き給与の適正化に努めることとし、人件費や物件費の
抑制を図っていく。

【人口１人当たり地方債現在高】平成１３～１６年度に実施した生涯学習センター建設事業等により類似団体平均
を上回っている。今後、田原本駅周辺整備推進事業や清掃センター建設事業等の取り組むべき事業はあるが、投
資的経費の抑制による地方債発行の抑制とともに、平成２０～２１年度に元金償還のピークを迎え、その後も毎年
度約１３億円程度の元金償還があることから、地方債残高は減少する見込みである。
【ラスパイレス指数】主査以上の昇格については昭和６２年度から試験制度を導入し、経験年数による昇格に伴う
昇給は行わず給料抑制に努めてきたため、類似団体の平均を下回っている。平成１８年度には給料表の改正によ
り、従来の９級制から７級制へ移行し給料の昇給額の縮減を図ったものである。今後においても給与制度運用の
適正化に努める。
【人口1,000人当たり職員数】ごみの収集及び処理や給食調理を直営で行っているため、類似団体の平均値を上
回っている。その対策として、ごみ収集処理作業員、給食調理員、用務員等の技能労務職については、平成１４年
度から退職者補充を行わず、日々雇用職員等で対応している。更に委託の可能性や管理執行方法の再検討を行
い、職員数の抑制、削減を図る。また、一般職の退職補充も事務事業の見直しにより、必要最小限にとどめ、職員
数の削減に努めている。


